
　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

「子ども家庭レ
ポート」の作成・
発行

単
年
度

目
標

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

発行

【目標】

発行の継続

バリアフリーウィー
ク関連事業の参加
延べ人数

単
年
度

目
標 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000人

【現状値】

19,968人
(H26年度)

【目標】

20,000人

ふれあいフェス
タ等参加者数

単
年
度

目
標 8,300

前年度比
同水準

前年度比
同水準

8,500人 8,500人

【現状値】（H２５）

8,300人
(H26年度）

【目標】

8,500人
（令和元年度）

赤ちゃんの駅登
録施設数

単
年
度

目
標 380施設 420施設 440施設 440施設 440施設

【現状値】

353施設
（Ｈ25年度）

【目標】

400施設
(令和元年度）

利用者数
（乳幼児数）

単
年
度

目
標

現状値比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

41,910人
（H25年度）

【目標】

44,489人
（令和元年度）

22,950

9,610

404施設

40,59345,44543,117

担当課

※太字が評
価を記載した

課

115.8% 83.0%

子家・
子育て支援

課

146
子家・

総務企画課
・さらなる登録施設数の拡大を進める。

赤ちゃんの駅
登録事業

96.3%

・親子ふれあ
いルーム運
営委託

・親子ふれあ
いルーム運
営事業

・親子ふれあいルームの質の向上や
利用促進を図るため、運営スタッフへ
の研修を引き続き実施するとともに、
地域の市民センター等との連携につい
ても、更なる取り組みを検討する。

459施設

104.3%

114.8%

31,889人

85.3%

447施設

101.6%

111.8%

37369

92.1%

1451 37
親子ふれあい
ルームの充実

①親子ふれあい
ルームの運営

②スタッフ研修会
の実施

①延べ利用者数：
31, 889人

②参加人数：65人
（2回開催） 89.3%

計
画
目
標

達
成
率

101.0% 105.0% 106.0%

単
年
度

実
績

達
成
率

102.9% 105.4%

　子育て中の親と子が気軽に集い、相
互に交流を図る場である親子ふれあい
ルームを運営し、施設の充実や利用日
の拡大、相談対応の充実などの機能
強化を図る。また、市民センターをはじ
め、子育て支援団体、育児サークル等
と連携し、ネットワーク化を図るなど、地
域における子育て支援に取り組む。

1 36
赤ちゃんの駅
登録事業

　官民が協力して、乳幼児を持つ保護
者が外出した際、授乳やおむつ替えが
できる施設を、「赤ちゃんの駅」として登
録し、子育て家庭が安心して外出でき
る環境づくりを行う。

①登録施設数の
増加に向けた協
力依頼を行うとと
もに、「赤ちゃんの
駅」の認知度向上
や利用促進に向
けたＰＲ活動を行
い、子育て家庭が
安心して外出でき
る環境づくりを進
める。

単
年
度

実
績 420施設 424施設

達
成
率

106.3%

①赤ちゃんの駅の
新規登録施設の増
加を進めた。 100.0%

保福・
人権推進課

単
年
度

実
績 7,980人 9,710人

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・より分かりやすい構成・内容でレポー
トを継続して作成・発行する。

100%

100%

発行

100%

100%

発行

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、情
報発信に寄与できていると考えられる
ため。

人にやさしい
まちづくりの
推進

30,307人

151.5%

151.5%

9,597人

112.9%

112.9%

111.6% 161.1%

達成

・当初計画どおり、多くの市民がバリア
フリーウィーク期間中の各事業に参加
し、バリアフリーについて考える機会に
なった。

・本事業の実施により人権尊重の精神
につながる「心のバリアフリー」が推進
されているものと考える。

・子どもの人権の尊重を効果的に啓発
できるよう、テーマ、手法を検討し、事
業を推進する。

121.7%

113.1%

1 35
子どもの人権
に関する啓発

　子どもの人権を尊重する意識を高め
るために、人権週間記念講演会、ふれ
あいフェスタなどの行事や、人権を考え
るラジオ番組「明日への伝言板」の制
作・放送、人権の約束事運動などを通
じて、子どもの人権についての普及・啓
発に努める。

1 34
人にやさしい
まちづくりの推
進

　子どもから高齢者まで誰もが住み慣
れた家庭や地域で安心して快適に生
活できる「人にやさしいまち」を実現す
るため、年齢や障害の有無などの違い
を相互に理解し、尊重し合う「心のバリ
アフリー」を推進するための啓発事業
や情報提供を行う。

①人にやさしいま
ちづくり週間（バリ
アフリーウィーク）
の実施や人にや
さしいマークの普
及など、心のバリ
アフリーの推進に
向けた市民啓発、
情報提供等の取
り組みを行う。

93.9% 114.2%

・市民への広
報活動

・人権週間に
伴う人権啓発
行事

・福岡県同和
問題啓発強
調月間行事

・啓発資料の
作成・提供

・人権問題啓
発研修会

・人権問題視
聴覚教材の
整備

・人権の約束
運動

29,875人

149.4%

149.4%

11,350人

133.5%

133.5%

161.1%

計
画
目
標

達
成
率

114.8%

子どもの人権につ
いての普及・啓発
に努めるため、以
下の事業を実施
する。

①ふれあいフェス
タ
②明日への伝言
板放送
③人権講演会の
実施
④人権啓発情報
紙「いのち　あい
こころ」の作成
⑤人権の約束事
運動
⑥ギラヴァンツ北
九州との人権啓
発マッチの実施
⑦人権の花運動

①～⑦の事業を全
て実施。

※①ふれあいフェス
タにおいては、子ど
もの人権について
の講演会を実施。

「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」個別事業の評価一覧

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.

1 33
子ども家庭レ
ポートの発行

　本市が取り組んでいる子どもの健全
育成や子育て支援についての成果や
課題、データを盛り込んだ「子ども家庭
レポート」を発行し、幅広く市民に周知
することにより、子どもの成長と子育て
を地域で支える環境づくりに努める。

①本市が取り組
んでいる子どもの
健全育成や子育
て支援についての
成果や課題、デー
タ等を幅広く市民
に周知する、「子
ども家庭レポート」
を作成・発行す
る。

①子ども家庭レ
ポートを作成・発
行・した。

②冊子に限らず、市
のホームページ、子
育て情報サイト（子
育てマップ）にも掲
載し周知を図った。

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次

保福・総務課

単
年
度

実
績 22,323人 32,215人

達
成
率

114.8%

①バリアフリー
ウィーク関連事業の
参加延べ人数
　　　29,875人

・事業実施の内容や成果について検証
を行い、より効果的な「心のバリアフ
リー」を推進していく。111.6%

【Ｄｏ】実施

発行

100%

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100%

子育てに関す
る情報提供・
PR

子家・
総務企画課

単
年
度

実
績 発行 発行

達
成
率

100% 100%

達成

・講演会やラジオ番組、啓発情報紙な
どさまざまな媒体・手法により、「子ど
もの人権」についての啓発に取り組
み、目標を達成することができた。

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、子
育て家庭が安心して外出できる環境
づくりが官民連携で進んでいると考え
られるため。

概ね達
成

・16ヶ所（区役所等7ヶ所、児童館9ヶ
所）に親子ふれあいルームを設置し、
事業の充実や質の向上に努めた。
・利用者数（乳幼児数）は目標を下
回ったが、これは、出生数の減少や保
育所入所数の増加（令和元年度は新
型コロナウイルス感染症対策のため
約1か月休所）による影響が大きいと
考えられるため、「概ね達成」とした。

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ
遅れ

【施策３】
1／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

71.7%84.0%
計
画
目
標

達
成
率

96.9% 102.1% 91.2%

【施策３】
2／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

わらべの日の協
力店舗・施設数

単
年
度

目
標 320施設 350施設 400施設 400施設 500施設

【現状値】

302施設
（Ｈ25年度）

【目標】

500施設
(令和元年度）

子育てに関わる
団体等への補助
件数

単
年
度

目
標

現状値比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

100件
（H25年度）

【目標】

130件
（令和元年度）

学校支援地域本
部設置中学校区

単
年
度

目
標

47中学校
区

52中学校
区

57中学校
区

62中学校
区

62中学校
区

【現状値】

28中学校区
(H25年度)

【目標】

全中学校区
（62中学校区）
（平成30年度）

子育てサポー
ターリーダー登
録者数

単
年
度

目
標 150 170 190 190 230人

【現状値】

153人
（H26年度）

【目標】

250人
（R2年度）

マタニティカード
の交付件数

単
年
度

目
標 100件 100件

【現状値】

82件（R1年度）

【目標】

100件

120団体123団体121団体

52中学校
区

47中学校
区

交通・
総務経営課

単
年
度

実
績 82件

達
成
率

82.0%

計
画
目
標

達
成
率

82.0%

1 311

妊婦の普通運
賃５割引（市
営バス）【H30
～】

子どもと子育て家庭を地域社会全体で
さらに支えていくため、母子健康手帳を
交付された妊婦で、交通局の発行する
「マタニティカード」の交付を受けた者の
市営バス普通運賃を５割引きとする。

①マタニティカード
を交付し、妊婦の
普通運賃を５割引
きする。

②事業をＰＲす
る。

①交付件数：８２件

【課題】
交付件数が単年度目標に達しておら
ず、さらなる利用者の増加のための取
組みが必要。

【改善】
利用促進のため、さらなるＰＲに努め
る。

予算なし

計
画
目
標

達
成
率

57.0% 62.8% 65.6%

家庭・地域・
学校パート
ナーシップ事
業

【課題】
・子育てサポーター登録後の活動場所
の展開。

【改善】
・登録者は順調に増加しつつあるが、
実際の活動につながるよう、市民セン
ターで子育てサポーターが活動できる
講座の開催や子ども家庭局とも連携し
て、具体的な活用策を考える。

146
市文・

生涯学習課

単
年
度

実
績 157 164人

283施設

教育・
指導第一課

100% 100% 100.0%

達
成
率

94.7% 92.4%

みんなの子育
て・親育ち支
援事業

142

147
子家・

子育て支援
課

単
年
度

実
績

達
成
率

121.0%

子育てサポーター養成講座を実施し、
市民センターを拠点として活動する「子
育てサポーター」を養成する。養成され
た子育てサポーターは、子育てに関す
る保護者の悩みや不安の軽減を図る
ため、市民センターにおける「育児サー
クル」や「フリースペース」等での活動を
支援する。
また、子育てサポーターフォローアップ
研修、子育てサポーターリーダー養成
研修を行う。さらに、サポーター間の交
流を深め、意見交換や情報交換を通し
て相互の連携・協力を図るため、交流
会を実施する。

1 42
子育てネット
ワークの充実

①子育てサポー
ター養成

②子育てサポー
ター・サポーター
リーダーへの研修
開催

③交流会開催

①子育てサポー
ター登録者数1,561
人(うち新規登録者
数108人)

②子育てサポー
ターリーダー登録者
数196人（うち規登
録者数14人）

③1回（227人）

計
画
目
標

達
成
率

75.8% 83.9% 91.9%

57中学校
区

86.3%

①全中学校区（62
校区）で実施

単
年
度

実
績

達
成
率

1 41
学校支援地域
本部事業

　教員が子どもと向き合う時間の拡充
や地域の教育力の向上を図るため、各
学校支援地域本部に地域コーディネー
ターを配置し、地域の協力のもと学校
の要望に応じて教育活動を支援する体
制づくりを推進する。
具体的には、地域のボランティアの協
力による登下校時の安全指導、環境整
備支援、学校行事支援、学習支援など
教育活動の支援を行う。

①学校支援地域
本部事業を全中
学校区（62校区）
で実施する。

1 40

・学校支援地
域本部事業・
スクールヘル
パー事業の
一部(スクー
ルヘルパー
の配置分を除
く）

育児サーク
ル・フリース
ペース活動へ
の支援（みん
なの子育て・
親育ち支援事
業）

　乳幼児の親同士が交流を通じて、自
主的な活動を行えるよう育児サークル
を支援する。また、自由に参加・利用で
きるフリースペースの活動を支援すると
ともに、地域で子育てをしやすいシステ
ムづくり、仲間づくりを支援する。

【課題】
地域が学校を支援する体制から、相互
にパートナーとして連携・協働する体制
へと形を変え、地域社会全体の教育力
の向上を図る必要がある。

【改善】
　令和２年度からは、地域と学校とが
連携・協働し、地域全体で子どもたち
の成長を支えるとともに「学校を核とし
た地域づくり」を目指して協働で行う
様々な活動を推進する「地域学校協働
事業」へ移行する。さらに北九州市が
型コミュニティスクールと一体的に進め
ることで、学校・家庭・地域が教育目標
を共有し、「社会に開かれた教育課程」
の実現に向けた取組みを進める。

102.5%

94.6%

62中学校
区

100.0%

100.0%

概ね達
成

・子育てに関わる団体等への補助件
数は、目標値を下回ったが、毎年度、
約120団体に補助金を交付し、育児
サークルやフリースペース活動を支援
することができたため、「概ね達成」と
した。

達成

　４年をかけて目標の１００％を達成
し、それを維持している。
　今後は、さらに進化をして地域と学
校が連携・協働する体制を目指す。

①子育てに関わ
る団体等への補
助

92.3%94.6%

①補助金交付団体
数：119団体

・「子育てに関わる団体」の自主的活動
をさらに活発化させるため、補助件数
の増加など、支援内容について継続し
て検討する。

101.7% 97.6%

計
画
目
標

達
成
率

93.1%

123団体

①積極的な取り組
みやＰＲ活動等に
努め、地域社会全
体で子育てを支
援する意識を広く
浸透させる。

57.6% 58.4%

286施設

57.2%

57.2%

297施設

74.3%

59.4%

子どもの館・
子育てふれあ
い交流プラザ
運営事業

子家・
総務企画課

単
年
度

実
績 288施設 292施設

達
成
率

88%

①指定管理者の事
業として、わらべの
日の登録施設数の
増加を進めた。

・店舗・企業の協力のもと実施する事
業であり、いかにして協力を得るか、具
体的な方策を検討する必要がある。

・実施主体である指定管理者との連携
を強めていく。

82.3% 73.0%

計
画
目
標

達
成
率

56.6%

1 38

「わらべの日」
（子育て支援
の日）事業(子
どもの館・子
育てふれあい
交流プラザ運
営事業)

中学生以下の子どもを連れた家族や
団体等が、協力施設・店舗を利用する
と、割引やサービスを受けることができ
る「わらべの日」（毎月第二日曜日）を
設け、子どもと親がふれあう機会を拡
大し、家庭・企業・地域全体が協働で子
育てを支援する意識の醸成を図る。

182人

95.8%

72.8%

81件

81.0%

81.0%

119団体

96.7%

91.5%

６２中学
校区

100.0%

100.0%

196人

85.2%

78.4%

やや
遅れ

単年度目標に達してなく、令和元年度
は前年度から減少となったが、平成30
年度までは年々増加傾向にあるため
「やや遅れ」とした。

概ね
達成

・計画目標値に対する達成率が9割未
満であるが、子育てサポーターリー
ダー登録者数は毎年増えているた
め、「概ね達成」とした。

やや
遅れ

・新たな子育て支援制度として平成29
年12月より制度を開始することができ
た。

・一定の利用数があり、利用者からの
評価を得ているものの、交付件数が単
年度目標に達しておらず、さらなる利
用促進の必要がある。

【施策３】
3／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

事業の継続実施
単
年
度

目
標 実施 継続実施

【現状値】

継続実施

【目標】

継続実施

子どもの館入館
者数

単
年
度

目
標 780000 797000 798,000人 798,000人 810,000人 

【現状値】

789,184人
（Ｈ25年度）

【目標】

増加

子育てふれあい
交流プラザ入館
者数

単
年
度

目
標 434000 435000 436,000人 436,000人 426,000人 

【現状値】

457,513人
（Ｈ25年度）

【目標】

増加

利用延べ児童数
単
年
度

目
標 － － － － －

【現状値】

89人
（H26年度）

【目標】

会員数
単
年
度

目
標

現状値比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

2,745人
（H25年度）

【目標】

増加

達
成
率

100.0%

計
画
目
標

達
成
率

100.0%

実施

100.0%

100.0%

105%

105%

442,415人 

101.9%

101.9%

3,018人2,984人

・毎年、新規の取り組みなどを企画す
るなど積極的な取り組みやＰＲ活動等
を引き続き進めることで、魅力的な施
設づくりを行う。

54
子家・

総務企画課

単
年
度

実
績 806,900人 809,090人 

達
成
率

101.2%

【改善】
利用促進のため、さらなるＰＲに努め
る。

予算なし
交通・

総務経営課

単
年
度

実
績

1 312

親子短期支
援事業

計
画
目
標

達
成
率

101.2% 101.4%

1

74人

43

子どもの館・
子育てふれあ
い交流プラザ
の運営
（子どもの館・
子育てふれあ
い交流プラザ
運営事業）

子どもの豊かな感性や創造力を育み、
子育て中の保護者が持つ負担や不安
感を解消するための総合的な子育て支
援拠点施設として、「子どもの館」、「子
育てふれあい交流プラザ」の運営を行
う。

保護者同伴の
小児運賃の無
料化（市営バ
ス）【H30～】

子どもと子育て家庭を地域社会全体で
さらに支えていくため、保護者が同伴す
る６歳未満の小児運賃を全員無料とす
る。

①保護者同伴の
６歳未満の小児
運賃を無料とす
る。

②事業をＰＲす
る。

子どもの館・
子育てふれあ
い交流プラザ
運営事業

150
子家・

子育て支援
課

単
年
度

実
績

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・会員の質の向上のため、子どもの心
身の健康や事故の対応などの研修を
実施する。

・研修内容や会員同士の交流会の充
実を図ることにより、安全で質の高い
サービスの提供に努める。

105.6% 103.0% 101.1%

105.6% 108.7% 109.9%

2,898人 3,200人 

106.0%

116.6%

－ － －

1 44

ほっと子育て
ふれあい事
業

-

3,329人 

104.0%

121.3%

114人

－

－

①年間活動件数：
7,569件

②提供会員：639人
　 両方会員：184人
   依頼会員：2,506
人
　　計：3,329人

③研修会実施回
数：16回

79人

-

103.6% 97.5%

818,267人 

101.4%

単
年
度

実
績 450,762人 424,986人 

101.5%

814,352人 

102.0%

102.0%

442,451人 

101.5%

1 45
ほっと子育て
ふれあい事業

　ほっと子育てふれあいセンターにおい
て、地域で子育ての援助を行いたい人
と子育ての援助を受けたい人とで、ボ
ランティア組織をつくり、会員同士で子
どもの預かりや送迎など子育てサービ
スを行う。

①ほっと子育てふ
れあい事業の実
施

②提供（両方）会
員の確保

③研修会の実施

41
子家・

子育て支援
課

単
年
度

実
績 72人 144人

達
成
率

－

・既存の児童養護施設・乳児院の定員
の空きを活用し、効率的に運用を行
う。

・事業を周知し、必要に応じて利用を
促す。

・「ほっと子育てふれあい事業」など他
の関連サービスとの連携を図り、利用
しやすい環境づくりを行う。

－ －

計
画
目
標

達
成
率

ショートステ
イ･トワイライト
ステイ事業

　児童養護施設等において、保護者の
疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により
宿泊を伴う一時的保育を行う「ショート
ステイ」と、保護者の仕事の都合等によ
り帰宅が夜間にわたるため生活指導や
夕食の提供を行う「トワイライトステイ」
を実施する。また、「ほっと子育てふれ
あい事業」など他の関連サービスとの
十分な連携を図り、利用しやすい環境
づくりに努める。

①ショートステイ
事業の実施（８か
所）

②トワイライトステ
イ事業の実施（７
か所）

①目的達成に向
け、積極的な取り
組みやＰＲ活動等
を通し、魅力的な
施設づくりを行
い、利用者の満足
度の高い施設を
目指す。

①多くの子育て世
代の方々に、ご来
場・ご好評をいただ
いており両施設は、
子どもの豊かな感
性や創造力を育む
とともに、子育て中
の保護者が持つ負
担や不安感の解消
に向け、「子育て支
援拠点施設」として
大きな役割を果たし
ている。

達
成
率

①実施

103.6% 97.5%

計
画
目
標

達
成
率

※利用の必要が
ある市民のニー
ズに対応る事業
のため、目標値
なし

①利用児童数：78
人

②利用児童数：1人

670,747人 

82.8%

82.8%

379,244人 

89.0%

89.0%

継続実施

達成
・新たな子育て支援制度として平成29
年12月からの制度開始以降、制度を
継続実施している。

概ね達
成

令和元年度は入館者数は減少したも
のの、他の年度は、子どもの館・子育
てふれあい交流プラザともに目標を達
成しているため「概ね達成」とした。

達成
・利用の必要がある市民ニーズに対応
できている。

達成

・会員間のマッチングや、援助活動に
必要な知識や技能を習得するための
研修の他、援助活動を行う提供会員
の増加を図るための出前説明会等に
取り組んだ。
・援助活動中の重大な事故の発生は
無く、活動件数・登録会員数ともに増
加しているため「達成」とした。

【施策３】
4／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

受講者数
単
年
度

目
標 2400

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

【現状値】

3,000人
(H26年度）

【目標】

前年度より増加

子育て支援事業
に係る受注件数

単
年
度

目
標 400件 400件 400件 400件 400件

【現状値】

383件
（H25年度）

【目標】

400件
（令和元年度）

スクールヘル
パー延べ活動人
数

単
年
度

目
標 120000 120000 120000 120000 現状維持

【現状値】

132,853人
(H26年度)

【目標】

現状維持
（毎年度）

小学校応援団に
よる支援対象校
数

単
年
度

目
標 70校 100校 132校 132校 130校

【現状値】

13校
(H25年度)

【目標】

新規設立NPO法
人数（累計）

単
年
度

目
標 60法人 75法人 90法人 105法人 120法人

【現状値】

47法人
（H26年度）

【目標】

120法人
（令和元年度）

①235件

②130校(全小学校)

132校100校70校

1 50
ＮＰＯ・市民活
動促進事業

市民活動促進のため、市民活動サ
ポートセンターを拠点として、ＮＰＯ・市
民活動や協働等に関する相談、情報提
供、研修の開催などの各種支援を実施
する。

①市民活動の促
進に加え、ＮＰＯと
行政の協働を推
進するため、活動
や協働等に関す
る相談・助言、情
報提供、研修・啓
発事業を実施す
る。

②ＮＰＯ法人の設
立を支援する。

1 49
経済界との連
携による学校
支援事業

　北九州市の明日を担う子どもたちの
健全育成を目指し、地元の企業が参
画・協力して、全市的かつ継続的に北
九州市立小学校を支援するしくみを確
立することを目的に、経済界との連携
により、企業がもつ人材や経営のノウ
ハウなどを生かし、出前授業や体験活
動などに取り組む。
○ＰＴＡ活動活性化の支援
○企業従業員の親学支援　　　　など

①経済界との連
携による学校支援
事業実施。

②小学校応援団
による支援対象校
を増やす。

73.3%

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

市民活動サ
ポートセン
ター施設管理
費

市文・市民活
動推進課

単
年
度

実
績

計
画
目
標

達
成
率

①市民活動サポー
トセンター利用者数
(単年度)
２９，２９３人

②新規設立NPO法
人数
　（累計）　１１６法人

53.0%

・市民活動の裾野を広げるため、市民
に対し活動のきっかけづくりとなるセミ
ナー、講演会を引き続き開催するととも
に、NPO法人の適正運営のための講
座や相談機能の充実を図る。

100.0% 97.0% 97.8%

50.0% 61.0%

100%

全小学校
（132校）

（平成30年度）

60法人 116法人

96.7%

96.7%

99法人

94.3%

82.5%

73法人 88法人

達
成
率

教育・
指導第一課

単
年
度

実
績

達
成
率

104.0% 97.3% 92.0%

153
教育・

指導第二課

単
年
度

実
績

達
成
率

100%

76.3%

経済界との連
携による学校
支援事業

100%

-

130校

100%100%

100%

110,358人 116,813人 124,804人 100,074人 

83.4%

83.4%

132校

【課題】
　実施対象校拡大に伴い、参加企業と
学校をつなぐ小学校応援団の運営力、
組織体制の充実が課題である。

【改善】
　上記課題の解決に向け参加企業の
協力を促進させる。また、ＰＴＡ協議会
と連携し、保護者がＰＴＡ活動に参加し
やすい環境づくりを進める。

100% 100%

計
画
目
標

達
成
率

1 47

シルバー人材
センターによ
る高齢者活用
子育て支援事
業

①子守、保育園へ
の送迎、保育補
助、産前産後の手
伝い、託児等「子
育て支援サービ
ス」を実施する。

①子守、保育園へ
の送迎、保育補助、
産前産後の手伝
い、託児等「子育て
支援サービス」を
行った。

受注件数
988件

172.8%

1 48
スクールヘル
パーの配置

　地域の人材や教育機能を学校教育
に生かし、地域と学校が連携して子ど
もたちの「生きる力」を育むことを目的
に、保護者や地域の方などを「スクール
ヘルパー」として学校に登録し、学校教
育の場においてボランティアとして教育
活動支援を行う。
　具体的には、校内巡視活動や登下校
時の見守りなどの安全対策活動や、学
校図書館運営の支援（ブックヘルパー）
など、学校の教育活動の支援を行う。

①スクールヘル
パー延べ活動人
数現状維持目標。

②スクールヘル
パー登録人数現
状維持目標。

①スクールヘル
パー延べ活動人数
84,732人

②スクールヘル
パー登録者数8,450
人

計
画
目
標

達
成
率

179.3% 174.8% 172.8%

予算なし

・今後もシルバー人材センターの業務
の一つとして、子守、保育所の送迎、
保育補助、産前産後の手伝い、託児
等を実施する。

計
画
目
標

達
成
率

104.0% 97.3% 92.0%

・学校支援地
域本部事業・
スクールヘル
パー事業の
一部
（スクールヘ
ルパーの配
置分のみ）

【課題】
  児童生徒世帯の減少や共働き世帯
の増加等様々な要因によりスクールヘ
ルパー数が減少している。

【改善】
　 新たな人材の発掘や無償ボランティ
アの確保に努める。

84,732人

-

152
産経・

雇用政策課

単
年
度

実
績 699件 691件

達
成
率

179.3% 174.8%

子育て経験の豊富なシルバー人材セ
ンターの会員が、子育て家庭を支援す
るため、シルバー人材センターの業務
の一つとして、子守、保育所の送迎、保
育補助、産前産後の手伝い、託児等を
実施する。

2,933人

97.9%

97.9%

988件

247.0%

247.0%

3319

717件

2,997人

103.3%

103.3%

785件

196.3%

196.3%

138.3%

計
画
目
標

達
成
率

138.0% 75.5% 115.7%

社会福祉ボラ
ンティア大学
校運営委託

保福・
地域福祉推

進課

単
年
度

実
績 2,506人 2,900人

達
成
率

・民生委員・児童委員協議会や社会福
祉施設等と連携しながら、高齢者、生
活困窮者、認知症のある人、引きこも
り等の課題を抱えた人たちを支援する
ために、地域で活動できる人材の養
成・育成を目指し、研修の充実を図る。
【内容】
・ふくしのまちづくり講座の充実
・生活支援活動の担い手養成講座開
催

75.5% 115.7%

1 46
社会福祉ボラ
ンティア大学
校運営委託

　社会福祉ボランティア大学校におい
て、充実したカリキュラムによる地域福
祉推進研修や次世代のボランティア育
成に関する研修を実施し、地域福祉活
動者やボランティアの育成と資質向上
を図る。

地域福祉を担う人
材育成・強化を図
るための各種研
修事業を実施。

ボランティア大学校
の研修の受講者
数：2,933人
・「ふくしのまちづくり
講座」は、12校(地)
区で開催。校区の
作戦会議と小地域
福祉活動計画の策
定を連動することを
意図して開催するな
ど、効果的に活用。

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、受
講者の評価からも地域福祉活動に対
する理解の深まりがみられ、ボラン
ティアの育成に効果が見込めるため。

達成
・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を上回った。

概ね達
成

・スクールヘルパーの延べ活動人数
及び登録者数は年々減少はしている
ものの、高い水準で推移し、概ね目標
を達成している。

達成
・支援対象校も全小学校となったこと
から、「達成」と判断した。

概ね
達成

・市民に対し活動のきっかけづくりとな
るセミナーや講演会、また、既存法人
の事務力向上に役立つ講座を継続し
て開催し、活動のきっかけづくりや法
人の事務力向上に寄与した。
・毎年新たなＮＰＯ法人が設立され、新
規設立ＮＰＯ法人数の目標値を概ね
達成できたため、「概ね達成」とした。

【施策３】
5／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

市民活動保険制
度の実施

単
年
度

目
標 実施 実施 実施 実施 実施

【現状値】

実施

【目標】

実施

補助金の交付件
数
（累計）

単
年
度

目
標 68件 74件 80件 90件 100件

【現状値】

52件
（H25年度）

【目標】

100件
（令和元年度）

ボランティア
登録団体数

単
年
度

目
標 700団体

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

【現状値】

687団体
（H25年度）

【目標】

前年度より増加

ボランティア
登録人数

単
年
度

目
標

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

前年度よ
り増加

【現状値】

22,919人
（H25年度）

【目標】

前年度より増加

新たな地域づくりに
取り組んだまちづく
り協議会数(地域総
括補助金導入団体
数)

単
年
度

目
標 134団体 137団体 137団体 137団体 137団体

【現状値】

128団体
（H25年度）

【目標】

137団体
（令和元年度）

単
年
度

実
績 133団体 133団体

733団体

93.7%

93.7%

市文・地域振
興課

達
成
率

99%

97%

97% 97%

1

22,722団体

699団体

108.1%

・地域総括補
助金

・公民館類似
施設等設置
補助事業（地
域総括補助
金）

・防犯灯設置
補助事業（地
域総括補助
金）

①地域総括補助
金を導入したまち
づくり協議会が、
この補助金を原資
に活発に活動し、
地域が一体となっ
た住民主体の地
域づくり・まちづく
りを自主的に行え
るようになることを
目指す。

①実施団体133団
体

単
年
度

実
績 24,556人 24,676人

達
成
率

101.5%

計
画
目
標

達
成
率

102.0%

23,972人

97.1%

97.1%

133団体

97%

・まちづくり協議会への働きかけによ
り、制度を導入する団体数は維持して
いる。

・今後も、区役所コミュニティ支援課と
連携し、未導入団体への積極的な働き
かけを行うとともに、申請方法の簡素
化、他に加えることのできる補助金が
ないのかの洗い出しを行い、その改善
策等を検討する。

133団体

669団体

91.3%

91.3%

22,858人

95.4%

95.4%

133団体

97%

97%

1 54

コミュニティ支
援機能の充実
（地域総括補
助金）

各地域団体が連携・協力し、まちづくり
協議会を中心に地域が一体となった地
域づくりを促進するため、これまで市各
部局が事業ごとに地域団体に交付して
いた補助金を可能な限り一本化し、ま
ちづくり協議会に交付する。

計
画
目
標

達
成
率

98% 97%

保福・
地域福祉推

進課

単
年
度

実
績 760団体 782団体

達
成
率

100% 108.7%

計
画
目
標

達
成
率

92.3% 80.0% 86.0%

ＮＰＯ公益活
動支援事業

【改善】
・当事業の活用を幅広く市民にＰＲする
とともに、ＮＰＯ公益活動の成功事例の
情報発信に努める。

市文・市民活
動推進課

単
年
度

実
績 80件 86件

達
成
率

99件

110.0%

99.0%

108.7% 102.9%

ボランティア
活動促進事
業

100.5%

計
画
目
標

達
成
率

100%

1 52
ＮＰＯ公益活
動支援事業

①地域課題の解
決につながるよう
な先進的な取り組
みなどに対する補
助金の交付

②補助事業のモ
デルケースを公開
による成果発表会
や市民活動サ
ポートセンターの
HPで情報発信し、
市民活動への理
解の浸透に努め
る。

①NPO公益活動支
援事業補助金の交
付件数（累計）
１０９件

②成果発表会の参
加人数（累計）
４３１人

107.5%

計
画
目
標

達
成
率

100.0% 100.0% 100.0%

市民活動保
険

100.0% 100.0%
1 51 市民活動保険

市民が安心して地域活動やボランティ
ア活動に参加できるよう、市が保険料
を負担し、活動中の思わぬ事故によっ
て経済的な負担が重くならないように、
一定の補償を行う保険制度を実施す
る。

105.9% 108.0%

実施

72件

実施

100.0%

100.0%

109件

109.0%

109.0%

ＮＰＯ等が専門性を発揮して行う取り組
みや、市と協働した取り組みに対して、
事業費の一部を助成するなどの支援を
行う。

実施

100.0%

100.0%

市文・市民活
動推進課

単
年
度

実
績 実施 実施

達
成
率

①市民活動保険
制度を実施する。

①実施
・市民が安心してＮＰＯ・市民活動に取
り組むことができるよう、引き続き保険
制度を実施する。100.0%

108.1% 100.5%

53
ボランティア
活動促進事業

　北九州市社会福祉協議会において、
市内のボランティア活動の活性化のた
め、市民ボランティア・市民活動セン
ターの機能の充実を図り、活動に関す
る情報の収集と提供、コーディネートを
行う。また、市民により身近な拠点とし
て区ボランティアセンターを設置、運営
する。

102.9%

・ボランティア活動は身近な地域での
助け合い活動や見守り活動などの基
礎となる。地域包括ケアシステムの構
築等、地域福祉施策の改変に伴うニー
ズに対応するため、地域の生活支援
力の強化に取り組み、関係機関・団体
との協働による情報提供やコーディ
ネート等、より効率的な活動支援を
図っていく。

ボランティアの育
成・活動支援及び
関係機関・団体と
の協働による情報
収集・発信等のボ
ランティア活動促
進事業の実施。

　ボランティアの育
成・活動支援に伴う
活動者・団体数の
増加。
関係機関・団体との
協働によるスタッフ
の育成。
　情報収集・発信等
のボランティア活動
促進事業を実施。
　災害ボランティア
センター設置訓練を
実施。

97%

達成

・ＮＰＯ等の活動に対し継続して事業
費の一部を助成するとともに、当事業
の活用事例の情報発信に努め、社会
課題の解決に取り組むＮＰＯ等の専門
性や先駆性が活かされた活動が展開
された。
・補助金の交付件数の実績値が目標
値を上回ったため、「達成」とした。

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、災
害ボランティアセンターの運営設置訓
練も習熟してくるなど、ボランティア
コーディネートの効果が見込めるた
め。

概ね
達成

・導入団体数は目標値に達していない
が、団体数は維持しており、令和２年
度に１団体増える予定のため。

達成

・保険制度を実施することにより、市民
が安心して子育て支援などの市民活
動に取り組むことができたと判断し、
「達成」とした。

【施策３】
6／9



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

児童手当の支給
単
年
度

目
標 － － － － －

【現状値】

15,877,989千円
(H26年度）

【目標】

総申請数
単
年
度

目
標 － － － － －

【現状値】

13,937件
(H26年度）

【目標】

※申請事項に対
する制度執行で
あるため、目標
値なし

保護者の負担軽
減（国基準＋市独自
基準による負担軽減
の実施）

単
年
度

目
標 現状維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

【現状値】

継続実施

【目標】

現状維持

相談件数
単
年
度

目
標

現状値比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

前年度比
増

【現状値】

76,801件
（H25年度）

【目標】

増加

児童相談受付件
数

単
年
度

目
標

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し
【現状値】

6,876件
（H26年度）

【目標】

―

達
成
率

―

①児童相談受付件
数7,450件

単
年
度

実
績

15,510,800千円 15,268,392千円

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

①支給額：
14,845,192千円

子家・
幼稚園・こど

も園課

保福･
保険年金課

【課題】
・児童相談所（子ども総合センター）
は、児童福祉法で政令指定都市に設
置が義務付けられた行政機関であり、
児童福祉の専門的機関として、児童を
取り巻く多種多様な課題等に対し、迅
速かつ適切に取り組むことが必要。

【改善】
・次代を担う子どもの健やかな育成の
ため、関係機関等との連携を密に図り
ながら、より効率的、効果的な事業運
営に努める。

― ―

計
画
目
標

達
成
率

―

2 59

6,898件

―

子ども総合セ
ンターの運営

児童福祉法に基づく児童福祉の専門
的行政機関として、子どもに関する相
談の受付、助言や指導、心理判定、障
害の判定、一時保護など児童相談所
業務を行う。
また、児童虐待、非行、不登校などのさ
まざまな課題、悩みを抱える子どもや
保護者を支援するため、カウンセリング
やケースワーク、関係機関との調整・連
携等に取り組む。

①子どもや保護
者などの相談者
に適切な支援等
を行うため、各種
取り組みを着実に
進めていく。

97.2%

計
画
目
標

達
成
率

94.9% 105.7% 102.7%

子ども・家庭
相談コーナー
運営事業

160
子家・

子育て支援
課

単
年
度

実
績 81,144件 78,838件

達
成
率

94.9% 111.4%

・事業の実施にあたり、計画的な研修
を通じ相談員の資質向上を図るなど効
率的な運営を行う。

・子どもに関する相談は増加傾向にあ
り、またその内容は複雑化していること
から、ニーズに応じた研修を行い、相
談員の資質の向上を図るなど、効率的
な運営を図る。

― ―

子ども総合セ
ンター運営費

72,870件

子家・
子ども総合セ

ンター

単
年
度

実
績 6,687件 6,569件

2 58
子ども・家庭
相談コーナー
運営事業

　区役所の子ども・家庭相談コーナー
で、子どもと家庭に関するあらゆる相談
に応じ、それぞれの内容に応じた支援・
対応を行い、相談者の不安や負担感
の軽減を図る。

①子ども・家庭相
談コーナーの運営

①相談件数
　　81,681件

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100.0%

・私立幼稚園
就園助成（A
～Dランク）

・私立幼稚園
就園助成（財
源配分）

単
年
度

実
績

継続
実施

継続
実施

達
成
率

100% 100%

・幼児教育・保育の無償化に伴い、本
事業は令和元年９月に終了した。

　保護者の経済的負担の軽減と公私幼
稚園間の保護者負担の格差是正を図
るため、私立幼稚園に通う園児の世帯
に対して、所得に応じて保育料等への
補助を行う。
　また、国の基準に基づき、多子世帯
の保育料を軽減する。

1 57
私立幼稚園就
園奨励事業

①国基準に基づく
補助の実施

②市独自の基準
に基づく補助の実
施

①国基準を踏まえ、
制度改正に対応し
て補助を実施するこ
とにより、保護者の
経済的負担の軽減
を図った。

②市独自の基準に
基づき補助を実施
することにより、保
護者の経済的負担
の軽減を図った。

100.0%

達成

継続実施

81,681件 

109.8%

55 児童手当

　次代の社会を担う子どもの育ちを支
援することを目的に、児童手当を支給
する。
　なお、３歳以上小学校修了前の第３
子以降には、加算して手当を支給す
る。

①児童手当の支
給

－

※法令等に基づ
く制度執行であ
るため、目標値
なし

児童手当

14,845,192千円

計
画
目
標

達
成
率

－ － －

－ －

国民健康保
険
特別会計

12,221件 10,952件

①子育て支援の
観点から多子減
免制度を継続して
いく。

②市政だよりやチ
ラシ等を通じたPR
活動により幅広く
周知を行う。

①制度の実施

②周知した
・6月：対象世帯あて
に制度の説明（チラ
シ）と申請書（往復
はがき）を一括送付
した。
・各月：新規加入、
出生等による追加
対象者にも制度の
説明と申請書を随
時送付した。
・10月と2月：対象者
のうち未申請世帯
に対して制度の説
明と申請書を再度、
送付した。

・事業の進捗は順調である。今後とも
子育て支援の観点から多子減免制度
の維持を目指す。

・引き続き市政だよりやチラシ等を通じ
たPR活動により幅広く周知を行うこと
で、減免制度の促進を図っていく。

単
年
度

実
績

達
成
率

－

15,724,600千円

12,926件 

155
子家・

子育て支援
課

1

1 56

多子減免制度
（国民健康保
険の減免制
度）

子育て支援の観点から、2人以上の子
等を扶養する世帯に対して、国民健康
保険料の一部を減免する制度である。
（前年の世帯の総所得金額等が300万
円以下で、18歳未満の2人以上の子等
を扶養する世帯において、国民健康保
険料のうち所得に対する部分（所得割
額）を減額する。）

・法定受託事務であるため、法令等に
基づき、手当てを各人に支給する。

－ － －

－ －

-

-

9,581件

－

－

継続
実施

100.0%

100.0%

106.4%

7,450件

―

―

15,051,371千円

－

－

10,089件

－

－

継続
実施

100.0%

100.0%

74,385件

94.4%

96.9%

7,121件

―

達成
・法令等に基づき、確実に手当を支給
した。

達成
・計画期間中すべての年度において、
市政だよりやチラシ等を通じて周知を
行い、減免制度の促進を図ったため。

・補助対象となる保護者からの申請に
対して、国基準及び市独自の基準に
基づき補助を実施することにより、保
護者の経済的負担を軽減することが
できたため、「達成」と判断した。

達成

・相談受付件数は、計画前（H26)の
72,870件から81,681件へと増加してお
り、また、増加した相談にも適時適切
に支援していることから、評価は「達
成」とした。

達成

・児童相談受付件数は、計画前（H26)
の6,876件から7,450件に大幅に増加し
た。
増加の大部分は児童虐待に関するも
のであり、市民の児童虐待に関する知
識・関心の高まりを示している。

・増加した相談には、適時適切に支援
を行っていることから、評価は「達成」
とした。

【施策３】
7／9
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活動指標
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■　施策（３） 子育ての悩みや不安への対応

予算
事務事業名

３次プラン
取り組み

No.
令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｐｌａｎ】計画 予算・３次【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

電話相談対応件
数

単
年
度

目
標

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し
【現状値】

4,312件
（H26年度）

【目標】

―

相談受付件数
単
年
度

目
標

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

156件
(平成26年度)

【目標】

現状維持

子育てマップの
アクセス件数

単
年
度

目
標

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

前年度比
増加

【現状値】

382,442件
（Ｈ26年度）

【目標】

増加

市政だより「特
集」

掲載回数

単
年
度

目
標

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

【現状値】

４回
（Ｈ２６年度）

【目標】

現状維持

市政テレビでの
放送

単
年
度

目
標

現状値と
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

９回
（Ｈ２６年度）

【目標】

現状維持

パブリシティ件数
単
年
度

目
標 190件 210件 230件 250件 270件

【現状値】

157件
(H25年度)

【目標】

250件
(平成30年度)

144%

209件

77.4%

83.6%116.4%

98.7%

88.6% 111.0%

3 63

市政だより、
市政テレビ、
ホームページ
等による子育
てに関する情
報提供

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

①市政だよりに
「特集」として掲載
する。

②市政テレビでの
放送

計
画
目
標

達
成
率

単
年
度

実
績

①市政だより「特
集」2回掲載

②市政テレビ放送
回数13回放送

・令和２年度以降も市政だより、市政テ
レビ等を活用し、子育てに関する情報
発信を継続して実施する。

・令和２年度の市政テレビについては、
番組のコンセプトから、放送テーマとし
て取り扱わない可能性が高いため、１
５秒のお知らせ枠を活用して、子育て
に関する情報を周知する。

2回 １回

25% 50%

単
年
度

実
績

達
成
率

100% 133%

133%100%

100%

100%

市政だより、市政テレビ、ホームページ
等を活用し、子育てに関する情報を発
信することで、より多くの市民に効果的
に子育てに関する情報を提供する。

50%

50%

13回

118%

9回 12回

1回

教育・総務課

単
年
度

実
績 190件 291件

達
成
率

145.3%

①パプリシティ活動
209件

②教育委員会広報
紙｢未来をひらく｣の
発行　３回

・引き続き、教育委員会部課長会議や
校園長会議の場において、改めて広
報の重要性や、積極的な情報発信に
ついて喚起していくとともに、資料作成
のアドバイス等、事務のサポートやフォ
ローを適宜行っていく。

90.8% 126.5%

計
画
目
標

達
成
率

110.0%

3 64
教育委員会の
広報・広聴機
能の充実

　教育委員会広報紙、ホームページや
報道機関に対する情報提供などによ
り、学校や地域、行政などが行う教育
活動等を市民に情報発信するととも
に、広く市民からの意見を聴取し、開か
れた教育委員会を目指す。

①パプリシティ活
動

②教育委員会広
報紙｢未来をひら
く｣の発行

76.0%

276件

広報・広報課

単
年
度

実
績 333,087件 307,707件

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

子育てに関す
る情報提供・
PR

子育て中の人が、
子どもの成長に応
じた情報をタイム
リーに、かつ手軽
に入手できるよ
う、情報誌「こそだ
て情報」やホーム
ページ「子育て
マップ北九州」を
活用した情報提
供の継続実施に
努める。
①情報誌「こそだ
て情報」の作成
②ホームページ
「子育てマップ北
九州」での情報提
供

①「こそだて情報」
を発行した。

②「子育てマップ北
九州」をリニューア
ルした。

・より多くの方々に活用していただける
よう、「こそだて情報」、「子育てマップ
北九州」のさらなる内容充実に努め
る。

94.5% 92.2%

9 回

295,094件

95.9%

77.2%

2回

50%

北九州市保
健福祉オンブ
ズパーソン事
業

175件

調査・広報事
務の一部

25%

25%

381,371件

2回

163

361,368件

保福・総務課

単
年
度

実
績 155件 172件

達
成
率

112.2%

99.4%
計
画
目
標

達
成
率

112.2%

87.2%

87.2%

・市政だより
発行事務

・市政だより
発行事務（債
務負担）
　
・市政ラジオ
等による広報
（旧：市政テレ
ビ等による広
報）

・市政テレビ
等による広報
（債務負担）
　
・ホームペー
ジを活用した
情報発信事
業
・広報発信強
化推進事業

162
子家・

総務企画課

25% 50%

92.2% 92.4%

169件

98.3%

108.3%

3 62

子育て支援に
関する情報発
信の充実・強
化

子育て中の人が、子どもの成長に応じ
た情報をタイムリーに、かつ手軽に入
手できるよう、ホームページやフェイス
ブック、情報誌の内容や、情報提供方
法の充実を図り、必要とされる子育て
に関する情報が、市民に届くように取り
組む。

92.4%

94.5%

2 60
｢24時間子ど
も相談ホットラ
イン｣事業

いじめ、不登校等子どもの不安や悩
み、保護者の子育てに関する悩みへの
対応や、児童虐待の緊急対応などを行
うため、２４時間体制で電話相談を受け
付ける。

― ―

24時間子ども
相談ホットラ
イン

①24時間子ども
相談ホットライン
相談員電話対応
専門研修を実施
する。

①３回開催
電話相談員の電話
対応における知識・
技術の向上を図っ
た。

99.7%

3,991件 3,944件4,312件

2 61
保健福祉オン
ブズパーソン
事業

　市が実施し、または所管する保健福
祉サービスに関する利用者及び利用希
望者からの苦情を、中立かつ公正な第
三者である保健福祉オンブズパーソン
を通して迅速かつ丁寧に処理すること
により、利用者等の権利及び利益を保
護し、保健福祉サービスの質の確保を
図るとともに、子育てに優しいまちづくり
を推進する。

①保健福祉サー
ビスに関する苦情
の解決を図る。

相談受付件数 154
件

154件

91.1%

110.3%

・相談内容の多くは、オンブズパーソン
への申し出を望むことより、区役所等
の窓口での改善を求める傾向が強い。

・オンブズパーソン事務局が仲介役と
なり、相談者と保健福祉サービス担当
者の双方の意見を聞きながら、相談者
の不満等を解消していく方策を提案し
ていく。

計
画
目
標

達
成
率

【課題】
・現状のまま24時間・365日体制で適切
な電話対応を継続することが必要。

【改善】
・引き続き、電話相談員のスキルアップ
に努める。

― ― ―

― ―

5,090件

達
成
率

―

―

子家・
子ども総合セ

ンター

単
年
度

実
績

―

129.2%

5,409件

50%

11回

92%

122%

218件

達成

・この５年間で相談件数は１．２５倍に
増加している。これはサポートカードの
配布や広報により、子どもや保護者に
相談先として認知されてきているもの
と考える。
・相談員のスキルアップを図るため、
研修を毎年行い、相談者に適切に対
応することができた。
・以上２点から「達成」と判断した。

達成
計画期間中、ほぼ100％の達成率を継
続しているため「達成」と判断した。

概ね達
成

情報誌「こそだて情報」については、毎
年度、内容等を見直しながら発行を継
続した。
ＨＰ「子育てマップ北九州」について
は、アクセス件数は、年度による増減
はあるものの令和元年度に概ね現状
値(H26)を維持している。また、開設か
ら１０年以上を経過し、「見にくい」「探
しにくい」などの課題に加え、市の支援
事業の紹介を中心とした別サイトも並
行して存在する状況にあったため、両
サイトを一本化し、全面改修を行いリ
ニューアルしたため、情報提供をより
充実させることができたと考えられる。

概ね達
成

・市政だよりでは、特集掲載のほか、
各課の実施する子育てに関する事業
の情報を計画期間を通して掲載してお
り、「概ね達成」と判断した。
　
・市政テレビは、計画目標の達成率が
100%前後で推移しており、「概ね達成」
と判断した。

やや
遅れ

・パブリシティ件数は、目標数値を下
回ったことから「やや遅れ」とした。

【施策３】
8／9
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達成
概ね達成
やや遅れ

学校開放週間実
施校数

単
年
度

目
標

全学校・
園

（212校）

全学校・
園

（211校）

全学校・
園

（212校）

全学校・
園

（210校）

全学校・
園

（210校）

【現状値】

212校
(H26年度)

【目標】

全学校・園
（210校）

セミナー等の参
加者数

単
年
度

目
標

前年度
(172人）比

同水準

前年度
(382人）比

同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

172人
（H26年度）

【目標】

現状維持

ポイント制の導
入

単
年
度

目
標

ポイント
制の導入

継続
実施

継続
実施

継続
実施

継続
実施

【現状値】

ランク制による
配慮

【目標】

ポイント制による
点数化された加
点制度の導入

210校

100%

ポイント
制の導入

100%

100%100.0%

予算なし
子家・
保育課

単
年
度

実
績

継続
実施

継続
実施

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

2% 267%

計
画
目
標

達
成
率

222%

107.0%

42.0%

引き続き、多子世帯加点等を実施する
とともに、保育サービスコンシェルジュ
による相談・情報提供等を通じてきめ
細かな対応を行う。

100% 100% 100.0%

100% 100%

若者のため
の応援環境
づくり推進事
業の一部

子家・
青少年課

283%

17.8%

継続
実施

100.0%

100.0%

4 67

保育所等の利
用調整におけ
るきょうだい児
の優先措置

多子世帯が保育所等の利用を希望す
る場合、市が行う利用者決定のための
調整において、優先度を上げる対象
ケースを拡大する。

多子世帯の保育
所等の利用につ
いて、優先度を上
げる（加点）措置
を行う。

多子世帯加点を継
続実施した。

4 66
結婚を希望す
る若者への支
援

若者応援サイト「ＹＥＬＬ」などを活用し
情報発信しながら、結婚や家族を持つ
ことについて、考えるきっかけづくりに
取り組む。また、行政が担う「支援」とし
て、どのような形がふさわしいのか検討
を行う。

教育・指導第
二課

単
年
度

実
績 212校

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

100%

市立のすべての
幼稚園、小・中・
高・特別支援学
校、各種学校で学
校開放を行う。

学校開放週間実施
校数　210校

【課題】
・日曜参観などの学校行事とともに、地
域の行事を兼ねて開催する学校もあ
る。今後も引き続き保護者等の家族以
外の参加率を上げていく必要がある。100% 100% 100.0%

100%

186

14.0%

達
成
率

222%

2%

 継続実施

3 65 学校開放週間

学校教育に対する理解を深めるととも
に、学校の情報を市民と共有すること
を目的として、10月1日から11月30日の
2カ月間で各校の判断による４日間に、
保護者や市民が自由に学校・園を見学
できる「学校開放週間」を実施する。

100.0%

予算なし

211校212校

100%

①「ＹＥＬＬ」や「Ｌｉｆ
ｅ」での情報発信

②結婚セミナーの
開催

①アクセス件数
13,875件

②結婚基礎力（自
己分析、他者理解、
柔軟適応能力）を習
得し、結婚や出産に
対する意識の醸成
を図ることを目的と
してセミナーの開催
・参加者73人

・結婚を希望する若者に対し、後援を
行っているイベント等の様々な機会を
とらえ周知を行っていく必要がある。

・市内で婚活イベントを行う団体と連携
し、結婚を希望する若者を支援していく
必要がある。

24人9人382人
単
年
度

実
績

100%

73人68人

210校

100%

概ね
達成

平成27年度に比べ、セミナー等への参
加者数は減少しているものの、結婚を
希望する若者のニーズに合わせ、内
容をセミナーと実践的な交流会へ変更
し実施した結果、参加者からの評価が
高く、前年度からのリピータの参加も
あるなど、平成29年度以降、順調に参
加者数が伸びており、「概ね達成」とし
た。

達成
・計画期間中すべての年度において
多子世帯加点を実施できており、「達
成」とした。

達成
･当初計画どおり、全ての学校・園で学
校開放週間を実施していることから評
価を「達成」とした。

【施策３】
9／9


